　　知識を通じた市場の構築と信頼

　―コンヴァンシオン経済学及びアクターネットワーク理論の展開から―
　　　　　　　　　　　　　　　農林水産省農林水産政策研究所　国際政策部　須田文明
１．はじめに

　本稿は、主としてフランスのコンヴァンシオナリストの業績を参照しながら、純粋市場論理に固有な、戦略的な相互行為は、それだけではお互いの行動をコーディネート（調整）することはできず、当事者たちにとって外在的な共通の参照点を介在させなければならないことを明らかにする。また製品という共通の対象物を通じて、個人的行為を相互に調整する形態は多様であり、市場的調整はその一つでしかないことが示されよう。さらに経済的相互行為において、ウィリアムソンは計算可能性という概念があれば、信頼概念は無用であるとしたが、本稿はこれに対するコンヴァンシオナリストの反論を検討し、戦略的相互行為からは生じ得ない第三者（人やモノ）への信頼が、市場を支えることを明らかにする。また市場への構築主義的アプローチ(M.Callon等)によりながら、市場的コーディネーションにおいて、計算的エージェントが登場する条件、とりわけ知識の役割を検討したい。

　

２．純粋市場論理の不完全性

　フランスのコンヴァンシオナリストは、そのconvention概念の起源をケインズ『一般理論』（第12章及び15章）、D.K. Lewis著Convention(1969)に求めるが、コンヴァンシオナリストはその意味を、慣行や慣習以外に、（大澤(1994)が検討しているような）「合意」もしくは「取り決め」の意味で用いており、サレとM.Storper(UCLA教授)はeconomie des conventionsというフランス語は英訳不可能である、とさえ述べている(Salais and Storper,p.170)。またBatifoulier et Larquier (2001,p.13)は、行為を調整する特殊な規則としてのconventionについて三つの特徴を指摘している。その裁量的性格（お互いを調整するために、別の選択肢も存在する）。定義の曖昧さ、そして明示的な罰則がないこと、である。

　さて、個人的行為の集合的コーディネーションを検討する際に、コンヴァンシオナリストがまず挙げるのは、集合的表象をめぐる調整である。Favereau(1986)は、ケインズの『一般理論』における金融市場分析に言及し、「期待」を調和させるその力のゆえに、こうしたコーディネーション様式（convention1）が市場の「補完物」をなすことができるとする。他方で、彼は、ピオリの内部労働市場としての企業の役割を指摘し、慣行や規則などの様式（convention2）が「行為」を調和させる、その力のゆえに、市場機能の「代替物」をなすことを指摘している(p.251)（注1）。convention１が自成的な秩序を示すのに対し、convention２は、「権威関係」に基づいたヒエラルキー的構築物なのである。

（１）「共有知Common Knowledge」とconvention

　期待などの集合的表象を通じた調整の典型的な例は、「共有知」（注2）である。たとえ均衡解が複数あるような場合でも、アクターたちが共通の表象(共有知)を有していれば、彼らの行動を収斂させることができると期待できよう(Livet et Theveno,p.143)。共有知とは、他者の位置に身を置き、他者の視点から世界を見るという意味で、交差された表象をいく段にも重ねた、鏡の反射のような反復的鏡像反射specurariteのことである（「、、、と彼が考えると君が考えると私は考える」といった類）(Dupuy,1989,p.366)。D.K.Lewis(1969)は、集合的対象物たる言語から、不透明性や外在性を抜き取り、個人間の相互行為からこれを構築しようとして共有知に依拠したのである。共有知において集団が個人にとって完全に透明になるとすれば、この知識は方法論的個人主義の絶頂をなしている。しかし個人の際限のない鏡像反射は、安定的な秩序ではなく、ラディカルな決定不可能性をもたらす。この決定不可能性と断絶するためには、最小限度の集団的不透明さが不可欠なのである(大澤1994,p.80)。なんとなれば、こうした不透明性へと個人的行動が収斂し、この不透明性が鏡像反射のスパイラルを停止させるからである(Rallet1993,p.53-54)。デュピュイもまた合理性のパラダイムだけで、集合的、社会的現実を考慮することはできないとし、R.J.Aumannの次の言葉を引用している(p.364)。すなわち「純粋合理性はそれだけでは十分でなく、この合理性が意味を持つのは、不合理性が存在するような、より広範な領域においてのみである」。

　上述のような共有知の逆説から脱却すべく、デュピュイは、ルイスと同様、Schellingの「際立ったことsalient」に訴える。つまりシェリングのゲームでは当初から、複数均衡が出現してしまうのだが、シェリングはこの問題の理論的な非決定性にもかかわらず、エージェントの認知的パフォーマンスのおかげで、「実践的に」問題を解決するのである。デパートではぐれてしまった夫婦も、各人は、他方が自分と調整しようとしていることを知っているから、お互いに行動を調整することに成功するのである。したがって、ここでは鏡像反射は安定している。各人は、自分が考えるであろうことを、他者が考えることができるような指標を探求する。各人はこうした指標を「際立った特徴」（共通の空間もしくは歴史が彼らに提供する）の中に見出すのである(Dupuy,p.369)。

　こうして、我々は純然たる方法論的個人主義とは異なった地点にいることになる。際立った特徴は、戦略的相互行為から作り出せないという意味で、個人にとって外在的で不透明なのである。

　Lewis(1969)のconventionに議論を進めよう。ルイスは、他者の行動の理由付けを考慮するに際して、戦略的合理性をエージェントに付与する。つまり、もし私が、他者があるconventionに従うと信じるならば私はこのconventionに従う、というものである(Chaserant et Thevenon, 2001, p.81)（注3）。ここでは共有知によって、conventionと行為の合理性を結合することができる。conventionの維持は強制にではなく、プレーヤーの合理性に基づくのである(p.75)。またLewisにより提案される分析枠組みは完全情報のそれである。すべてのプレーヤーは戦略全体を知っており、その戦略による利得について知っており、彼等は別のプレーヤーがどのようにプレーするか、また各人は、すべての者が完全に合理的であることを知っていることを各人は知っている（共有知の仮定）。こうした条件において、相互行為から生じる規則（conventionと呼ばれる）は完全である。こうして、ルイスはconventionを自己実現的なナッシュ均衡として提示している。順応への選好（もし他者がある規則に順応することを選好するなら、各人は規則に順応することを選好する）がお互いを調整するのに十分であるとされる(Batifoulier et al. 2001, p.221)。

　ルイスはまず、前例の力という概念を引き合いに出す。諸個人が共通の歴史を共有している場合、彼等は、同一の調整問題に突き当たっており、自分たち自身を調整するためには、過去に行われたことに順応するだけで十分だというのである。他方で、彼等が歴史を共有していない場合は、上述のように、シェリングの「際だったこと」が、調整の対象物の機能を保証することが知られている。諸個人は彼等の合理性についての共有知に頼ることなく、焦点（クレプス）の力を借りてお互いに調整することができるのである。

　しかしいずれの場合にせよ、他者がどうするかについて解釈することができなければならない。そのためには、他者の立場に身を置くことができなければならない。焦点の問題は、諸個人が「複数主体」(Gilbert,1990)として自らを表象することができるか、という問題でもある。ここではある個人の意志決定は他者がどうするかについて各人が抱く表象の関数である。オルレアン(Orlean,1997, p.182 – 184)は、こうした過程を「解釈の論理」から定義し、次のように述べる。「諸個人は、焦点を登場させるように、背景的データの幾重もの解釈に身を委ねる」。同じことだが、Livet et Thevenotは、「結節点となる特定の対象物をめぐって、相互行為における不確実性の流れを停止させるような、そのような析出fractionnementこそが、コンヴァンシオンの本質である」とする。以上のことから、まず、ルイスのconvention規則が不完全であることが示され、また、焦点という概念によって、conventionを補完するためには、行為者たちが帰属する集団そのものを解釈しなければならない（例えば、小学生のグループであれば都市名を与えられて、それを５０音で分類するよう、お互いの行為を調整するかもしれないが、小学生の高学年ともなれば、これらを地域別に分類するように調整するであろう）。ここでは、戦略的な合理性から解釈学的な合理性への移行が見られるのである。つまり解釈学的な合理性においては、情報の質に関する判断が、解釈の共通原則に準拠してなされるからである。

　焦点にしろ、「際だったこと」にしろ、戦略的な相互行為は、ゲームそれ自体に準拠することでは行為者たちが自らの行為を調整することができないことを示しており、戦略的な不確実性は、「集合的に承認された」共通の参照基準、目印、集合的対象物がなければ克服できない。こうした対象物が、他者の意図の検証にかかる鏡像反射的な論理を停止させるからである。しかも、このこうした基準や目印が生み出す調整手続きは機械的な適用なのではない。「諸個人が彼等の意図と期待を調整できるのは、各人が他者も同一の目的を追求していることを知っている限りのことである」(Schelling,p.57)。つまり焦点を通じた調整は、各人が行動において、解釈可能な目印を他者に対して明らかにしているような、「共通行動」(Livet et Thevenot)の中でなされるのである。こうした目印こそがコンヴァンシオンと呼ばれるのである。例えば、サレは次のように述べる。所与の行為に関与する人々は、コンヴァンシオンによって、不確実性に対する実践可能な解決策を見いだすことができる。またコンヴァンシオンによって、他者の能力と行為についての相互的な期待を、状況の推移の中で産出することができる(Salais,1994,p.377)。

（２）市場論理の非決定性

　上述のような議論を、市場経済に関連づけて論じてみよう。オルレアン(1994b)は、クレプスの信頼ゲームから議論を始める。それによれば、A、Bという二人のプレーヤーがおり、AがBを信頼しない場合のそれぞれの利得は(0,0)、AがBを信頼し、Bはこの信頼を裏切らず、取り決めを遵守する場合、それぞれの利得は(5,5)となり、Bがこれを裏切る場合(-5,10)となる。協力(5,5)は両者にとって、自然状態(0,0)よりも良いが、Bが合理的であれば、必然的に裏切り、Aが合理的であれば、Bとの関係には入り込まない。

　BはAに「約束」することができようか。Bは自分の意図をAに伝えることはできないのである。ここでは諸個人が、自らの個人的効用を最大化させるという、戦略的な相互行為がもたらす関係の水平性が、その合理性の故に相互行為を相互不信へと閉じこめてしまうのである。それならば、BによるAへの「抵当（人質）」の提供、もしくは「契約」による解決はどうか。抵当が経済財であれば、古典的な利害計算が発動され、問題は解消されるようにも見える。しかしこれは純粋な市場的論理にはなじまない。これは法的機構という第三者を介在させることになる。もちろん裁判官を買収することができれば、裁判官もまた戦略的相互行為に解消されるのだが、そうはならない。抵当というアレンジメントもしくはBの契約的コミットメントをクレディブルにするためには、純粋な市場秩序とは異なった資源に訴えなければならないことが示唆されよう。

　ところで１回ゲームではAはBの裏切りの前に無力であるが、繰り返しゲームでは、裏切りがあった場合、ゲームの中断という脅威により、Bに対して裏切らないインセンチブを与える。ゲームが十分な回数だけ繰り返されるならば(プレーヤーが、ゲームがいつ終了するか知らなければ)、Bが裏切らないことがBの利益となり、Aに対してもBを信頼する理由を与える。しかしこの場合でも遡及推論backward inductionの逆説により、やはりAはBとの関係に入り込むことができないのである。

　クレプスの解決策は、評判にある。BはA1,,,Anと取り引きする場合、BがA1を裏切ったという情報にAnもアクセスできる。しかもこの評判はさしあたり市場秩序に内在的であると考えられている。この評判メカニズムによって、利害の合理的計算が、人々の間の協力を基礎づけることができるのである。しかしクレプスは、BがAグループの中で取り引きする確率Ｐを外生変数と考えた。もしPがBにとって操作可能な変数であれば、BはA1との取引の後に、地域や社会環境を代えることができ、BはA1を裏切った後に、新天地で新たに取引を開始することができるのに、である。クレプスの評判メカニズムには「共同体への帰属」という暗黙の仮定があり、この帰属は戦略的相互行為に入り込むことはないのである。信頼と協力は、経済秩序を逃れるような、帰属形態の存在に依拠することでしか生み出されないことを示し、オルレアンは「純粋市場論理の不完全性」(Orlean,1994.p.16)と述べている。クレプスは評判概念によって、市場秩序に外在的な社会的形態に依拠することなく、私的な利害計算のみに基づいて、信頼の問題を解決しようとした（ウィリアムソンの批判については後述）。しかし評判メカニズムは、暗黙の裡に、非経済的な資源（何らかの社会的ネットワークへの帰属）を動員してしまうのである(Orlean, 1994b)。

３．多様なコーディネーション様式

　以下では主として、L.Thevenot(1989)、R.Salais(1994)によりながらコンヴァンシオナリストの議論をさらに押し進め、市場が、多様なコーディネーション様式の一つにしかすぎないことを示す。

（１）多様な「自然」と決定的状況

　偉大な経済学者たちを悩ませ続けた問題から始めよう。献血と売血のそれである。J.K.Arrow(1972)は、この問題について、次のように述べる。「経済学者は、次のことを当然と考える。つまり一つの市場を作り出せば、個人の選択の領域が増大するから、より高い便益がもたらされる。（中略）いったい何故、血液の市場を創出すると、献血に体現されるような、利他主義が減じてしまうようなことが起こるのだろうか」(p.349-351)。これに対してO.E.Williamson (1975)は、「（献血と売血という）二重システムは、自発的献血者の心の中に、自分は気前がいいのだろうか、それとも単なるお人好しなのだろうかという疑問を起こさせるのである」（邦訳p.62）。

　ここには行為を動機づける複数の合理性の存在が示唆されている。Thevenot(1989)は、還元不可能な二つの合理性が衝突するこうした状況を「決定的状況」としている。そこでは、複数のコーディネーション形態に準拠する可能性があり、いずれか一方を選択することができないからである。この場合、行為者は献血（市民社会的理由付け）、売血（市場的理由付け）に基づいて行為することができ、それを解釈する観察者はやはり二つの理由付けでこれを解釈することができる。

表１：多様な合理性と多様なコーディネーション　　　　　　　　
	
	　　　　　　　　行為者

	解釈者
	
	市民的
	市場的

	
	市民的
	連帯
	貪欲

	
	市場的
	お人よし
	現実主義


　　　　　　　　　　　(Thevenot,1989,p.150より)

　行為者から見て、自らの行為を導くに当たり二つの正当化が可能である。一つは市民社会的な正当化であり、これは、集合的連帯という共通善に基づいており、もう一つは、個人の利得の最大化という共通善に基づいた市場的正当化である。行為者と解釈者が行為の前提について合意しているような、表中の二つの状態（連帯、現実主義）は、いわば「自然な」状況であるのに対して、両者が異なった正当化形態を有する場合（お人よし、貪欲）、「決定的状況」が生じることになる。例えば、解釈者が市場原則に基づいて、行為者の市民社会的正当化に基づいた行為（献血）を評価する場合、それは、単なるお人よしなのであって、その「価値の小ささ」は取引機会への注意力の欠如に由来するものとされてしまうのである（注4）。

（２）対象物：複数のコーディネーション様式

１）対象物の客観性
　焦点にしろ、「際だったこと」にしろ、これらは相互行為当事者にとって外在的な対象物であった。こうした対象物の持つ客観性が行為の調整を支えている。すなわち、対象物の定義が調整を支え、対象物の客観性が、「自然」の中で正当化可能な行動への資源をなしている。対象物の事前の合意による客観性が、鏡像反射を停止させることができ、行為の正当化の正当化（以下際限なく続く正当化のスパイラル）を収斂させることができるのである(Thevenot, 1989, p.171)。さらに、行動の複数のコーディネーション形態に関連づけて、客観性の複数形態を承認しなければならない(Thevenot,1989,p.157)。それぞれの自然において、行為が正当化可能なのは、この行為が一般性を持った対象物を関与させるからである。またそれぞれの対象物は曖昧さなく、たった一つの自然に関連付けられる。

市場的コーディネーションにおいては、財が、その領有へと行動を方向付けることで、行動を比較可能とするような客観性をもった対象物をなしている。アカロフのレモンにおけるような鏡像反射的なダイナミズムは、価格の中に堅固な記号を見ることができず、自らの行動を、他者による自らの予想についての予想についての、、、（以下、際限なく続く）鏡像反射に従属させてしまうのである(Orlean, 1991,1994b)。結局、市場を通じた私的利害の調整は、「製品の定義に関する事前の合意に依拠する」(Orlean, 1991, p.140)。また、工業的コーディネーションにおいては、度量衡や測定装置、統計的法則、技術的道具の客観性、技術投資がもたらす将来への保証及び不可逆性という客観性が相互行為を調整する。家内的原則では、信頼や慣習、先発者の優位性、実行による学習、特異なノウハウ、これらが行動を集合的に調整する。

　さて、人々は対象物をめぐってお互いの行為を調整し、一つの対象物に一つの自然が対応するのに対し、人々はそれぞれ同等の尊厳を有しており、すべての自然への平等なアクセス権を有している。このことが不確実性の源泉をなしている。そのために、不確実性のない対象物を絶えず関与させ、決定的な状況を回避しなければならない（「現実の検証」と呼ばれる）。

２）解釈の支えとしての対象物

我々は行為を調整する場合に規則に従うこともできる。しかし、ヴィトゲンシュタイン（『哲学探究』２０１節）を持ち出すまでもなく、規則の適用に関する規則の適用に関する、、、というメタメタ規則の発行を停止できるのは、状況及び状況に存在する対象物のおかげである。外在的な第三者としての対象物が規則の適用されるべき状況を具体的に定義するのである。規則への参照は共通に同定された対象物（道具や設備、標準化された原料など）により構築されたコンテキストの同定を前提しているのである(Livet 　　　et Thevenot, 1994)。

　人々は日常生活においては、自らの行為を調整するために、一般的規則や規範に準拠しているわけではない（Batifoulier et Thevenon,2001,p.248）。「日常生活の多くの行為は、行為者が、自らがなすべきことを表象することなく、実施されている。サッカーでパスを送る場合、私は、仲間にボールを送るのに、サッカーの規則全体を表象して、この規則を適用させているのではない」(de Munck,1999,p.112)。日常生活で諸個人は、ある規則に従うために、プラグマティックな解決策を提供するような具体的目印に依拠している。B.Reynaud(2001,p.17)は、「規則に従うコツ」を体現しているルーチンの動員を強調する。モノに対する関係の中に、それは示されている。「対象物」を動員することで、調整に必要な具体的な目印を提供することができる。対象物の存在によって、相互行為が枠組みづけられ、対象物の存在が、調整に必要な環境の安定化を可能とする(Callon,1998)。

　対象物が判断の触媒であることを強調することで、対象物により引き起こされる「解釈の節約」を強調する論者もいる。対象物は、なすべきことを記憶させることで、認知的構成物(Norman,1993)の役割を演じる。こうした認知的構成物は、人間の適応力を豊富にし、そのパフォーマンスを増大させる。協力の意図についての解釈をめぐる不確実性は、袋小路に至るのではなく、積極的性格を有するのである。というのも、それは、行為者に対して、意志決定可能な、従って、解釈の調節を可能とするような、目印を産出するように義務づけるからである(Livetet Thevenot1994)。こうして解釈に必要な資源の産出が、行動そのものに組み込まれているのである（注5）。

（３）「大きさ」の経済Economie des Grandeurs

Thevenot(1989)が示すように、市場的「大きさ」は、行為の一般的コーディネーションを支える共通原則の一つである。市場的自然においては、諸個人の合理的行動は客観性の同一形態（財及び価格）に準拠することで、お互いに調整される。人の「大きさ」は富によって測られ、この世界での自然な行動に関わる人々と対象物のそれぞれの大きさの間での調節は、人の資力と財の価格とを結合させる予算制約に典型的に示される。

　市場的秩序における他者の行為にかかる不確実性は、彼等の領有欲望の無限の多様性に示され、市場はこうした不確実性を、価格を付与された財という一般的形態を通じて克服する。他者はこうした共通原則により、彼等の行動を正当化し、お互いの行為の調整を保証する。ここには、価格システムの分権化された能力が示されている。つまり価格の「大きさ」によって、不確実性を「自然な」形態へと還元できるのである。対象物は唯一の自然（価格を与えられた商品）に属しているので、行為者の戦略的操作を排することができる。純粋で、完全な競争による相互行為は、対象物の世界の共通の同定、価格によるこれらの財の共通評価を前提している。相互行為はローカルで、状況に位置づけられているが、この状況は、完全に対象物の共通の同定によって捉えられ、価格により評価される。この評価は（中央機関によってではなく）ローカルになされる(Livet et Thevenot,1994,p.149-150)。市場的相互行為の調整が実施されるのは、状況のローカルな偶有性を価格という共通評価が吸収する限りでのことである。Granovetterの「埋め込み」アプローチは、こうした状況の偶有性の価格による吸収メカニズムを過小評価する傾向がある。

　しかし市場的「自然」においては財の定義に関する不確実性が決定的な不確実性をなしており、これは価格によっては調整されないのである。例えばOrlean(1986,p.233)は、「中古車市場の危機は、市場の不十分な定式化から生じており、また価格の論理は、メタレベルに属する市場定式化という操作を補完することができない」とする。こうした不確実性の下では、「自然」に属さない、戦略的行為（逆選択）の可能性が生じる。

ところで家内的domestique秩序の「自然」は、時間的次元（慣習や先発者）と空間的次元（地域的な近接性）、ヒエラルキー的次元（権威）を有する。工業的ヒエラルキーが技術的スキルに基づいているのに対し、家内的ヒエラルキーは評判と尊敬に基づいている。家内的「大きさ」の経済とは、（その中では市場的評価が不適切であるような）信頼の経済である。家内的財の価値は、財と人との結合に由来し、その人の尊敬、その人の家内的「大きさ」に依存する。これとは逆に、市場的検証は、財と人との切断を前提とする。例えば、小売業などは、隣近所の小商人といった家内的関係と対象物を含み、販売ネットワークやローカルなネットワークが、クライアントを忠実化させている。
　しかし、こうした家内的自然の資源はそれなりの効率性を有しており、マーシャルは「種別的資本」、「種別的投資」、家内的ノウハウ、合成的準レント（空間的近接性について）、などとしている。ウィリアムソンも資産特殊性について検討する際に、人的資本が、特定のクライアントの種別的需要に対応する専用資産としている。

　市場的検証にとって決定的であった、品質に関する不確実性が、家内的検証においては自然となっている。Eymard　-Duvernay(1986)が指摘するように、アカロフ(1970)は、ローカルな消費者がローカルに構築された資源を有しており、全国チェーン店よりもおいしい現地のレストランに行くのに対し、当地を訪れた旅行者は、マークによって示される市場的同定に依拠して、チェーン店で食事することになる、という事例を示している。

（４）妥協としての企業

　ところでThevenot(1989)は、市場的自然と工業的自然との緊張の「妥協」としての企業という考え方を提示している。同一世界の中で展開している行動は、企業を必要としない。これらの行動は、この世界の資源しか関与させず、自然に調整される。純粋に市場的な世界における自然的存在物は財及び財を取り引きする人々である。市場的行動と別の自然に由来する行動とを調整する必要があるからこそ企業が存在するのである。コースの言うように、価格システムに代えて、企業を代替させるアプリオリな理由は存在しない。複数の自然の間での決定的な緊張のためにこそ、複数のコーディネーション形態を合成するための調整が必要なのであり、こうした調整の場が企業なのである。例えば、工業的自然は、確実な技術的ルーチンや科学的法則により安定化しているが、市場的自然は、工業的自然の有する、規則や組織構造システムの厳格性を批判し、クライアントの欲望のリアルタイムでの満足を迫ることになる。他方で、工業からする市場批判には、市場的機会主義が、投資の要請する長期的コミットメントを妨害しているという批判がある。よく知られているようにケインズは、短期での市場的機会主義と、長期での工業的コミットメントとの間の緊張を指摘し、工業的自然と市場的自然との妥協を行わせるような、取引における安定性の「慣行」（convention）を強調している。Aglietta et Orlean(1982)は、こうした妥協の具体化における貨幣・金融制度の場を示し、妥協を確立するための中央銀行の役割を強調した。

　それならば、工業的企業の効率性を可能とするような市場との妥協はどのような形態をとるのであろうか(Thevenot, 1989)。例えば、冷蔵施設や在庫は、大量生産と需要の安定化をともに満たす妥協の現れ方であろう。また標準化への投資は、生産コストの削減をもたらし、これがさらなる需要増をもたらすことになる。逆に言えば、今日見られているような競争空間のグローバル化や需要の不安定化、製品多様化といった市場条件の変化がフォーディズム的な工業的組織手法を疑問視させ、企業の形で具体化される妥協を変容させているのである。

　妥協という表現は決して、負の側面から語られるべきではない。つまり、別の自然との妥協の追求は、利用可能な資源の幅を拡大させ、従って、企業の適応能力を増大させるからである。

（５）製品＝対象物による労働相互行為の調整

　以下ではSalais(1994)によりながら、労働という相互行為に関わる不確実性が製品という対象物を目印に、どのように調整されるかを検討しよう。

１）労働相互行為の不確実性とコンヴァンシオン

　労働相互行為において、各人（労働者についても、労働者の労働生産物を需要する者にとっても）は、他者の労働給付の質やその努力に不確実性を有しており、こうした不確実性は、各労働者が、個人的特性（時間と場所に位置づけられた個人史、特異な性格、知識など）を有していることによる。

　労働相互行為についてもコンヴァンシオンが存在し、これが相互行為において、解釈の共通の背景をなしている。こうした労働のコンヴァンシオン(注5)は、労働者の採用から、労働の実現、労働生産物の販売に至る諸契機全体を一貫しており、またこれに関連する多様な人々（企業家、労働者、製品需要者）をも貫いている。これらの者たちの相互行為の不確実性は固定点（焦点）をめぐって解消され、その解決は需要者による労働最終生産物の受け入れ（他者による合意）によって検証される。つまり製品が労働活動の調整の焦点をなし、労働のコンヴァンシオンの多様性は、製品の品質の多様性に関連付けられる。製品の品質の多様性は、アクターが製品を軸に行動を調整させる際の、不確実性の多様性と関連している。つまり生産の側からの不確実性と需要の側からの不確実性とが、二重に製品の品質を規定しているのである。

　このように考えると、企業組織とは、製品を製造することで、外部の需要者へのその製品の販売の検証（市場による検証）を組織する機構のことであり、企業は、それにより労働相互行為に固有な不確実性を解決する。

　

２）品質と不確実性

Salais(1994. p.382-383)によれば、生産者及び需要者の双方から製品に与えられるべきパーソナリティに基づいて、労働の多様なコンヴァンシオンが基礎づけられることになる。サレは、まず、ナイトによりながら、需要の側から製品に向けられる不確実性について検討する。需要者側から見れば製品はそれが「一般的な製品」（生産者により品質を定義され、製品の宛先について匿名的）であるか、それとも「専用的dedie」（特別な、個人化された需要に対応した品質）であるかに分かれる。他方、生産者側から見れば、品質に関わる不確実性は次のような二つの方法により克服される。つまり一方での「標準化」された技術手法により製品に対してプロフィールを与えることであり、これはルーティンの課業へと個人を特化させる。それは製品の中に労働者のアイデンティティの痕跡を残さないような技術であり、その製品の標準的品質は広範な普遍性を有する。こうした工業的コンヴァンシオンにより不確実性が処理される。生産者側からするもう一つの不確実性除去は、「専門特化(specialization)」である。これは、他の誰とも共有されることのない、ある人に固有な知識に基づき、製品が専門特化された資源から製造される場合に、市場により準レントを供与されるような場合である。つまり知識の特定人員への蓄積によって、コーディネーションにかかる不確実性を削減するのである。

　このように製品の多様な形態（諸品質）は、製品をめぐる調整に関わる生産者と需要者に共通な解釈コンテキストによって支えられている。こうして製品の品質は生産者及び需要者から二重の格付けを与えられ、４つの品質を構成することになる。４つの品質を差異化させているのは、こうした解釈の共通コンテキストであり、これに基づいて人員が相互に合意し合い、行動が調整され、当初の不確実性が除去されるのである。

　　　　品質と不確実性　（４つの製品パーソナリティ）
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　　　　　　　　　　　　(出所：Salais(1994),p.386より)
３）製品の４つのパーソナリティ

1 工業的品質

工業的（匿名的）品質（標準的＝一般的）は、一般的な市場向けの財で、すべての生産者により熟知された技術に従って製造される財であり、価格による競争に感応的である。その価格は、財及び技術にかかる既存のリストが決定し、既存のリストは固定費用に基づいている。この固定費用は企業による標準の確立、市場でのその普及に対応している。このリストは新規投資により修正可能である。

この匿名性から離れるに従って、財の品質がより「不確実」となるような競争形態が登場し（Chamberin1953, Lancaster,1979）、製品に与えられたパーソナリティに従ってこれらの形態を差別化することができる。この品質における不確実性は、製造に際しての財の定義及び共有された不確実性の定義（確率化可能で統計的に処理可能なリスク）に基づいている。また財の販売による検証は、工業的仕様への合致の確認に還元することができる。その意味で、計画化された生産管理がコーディネーションの中心をなす。また、従業員による技能の習得は長期間を要し、これが内部労働市場や年功序列に従った労働管理を発展させる。

②市場的品質
　製品のパーソナリティ（標準的＝専用的）が需要者により定義され、需要者の欲望により、活動が調整される。需要者は、需要される特徴に従った財を製造できる複数の供給者を常に競争させる力を有する。需要者は、供給者に対してパーソナリティを喪失させることで競争を強いる。それぞれの生産者の個人的製品は、競合する他の製品と、費用・価格という共通点を持つ。こうした品質が「市場的」と呼ばれるのは、需要者により支配されているからである。

③インターパーソナルな品質
　産業経済学の言う「品質による競争」に対応するのがこの品質（専門特化＝専用的）であり、Boltanski et Thvevenotが「家内的」品質と呼ぶものである。品質に関する不確実性がもっとも先鋭化するのがこの品質である。品質評価は需要者及び供給者の双方にとって外在的な既存の目印を持っていないし、もし、こうした評価が確立されるとすれば、それは、二人の共有された感情による。こうしたコーディネーションにおいて、生産者と需要者が合意するような価格が、観察可能な唯一の評価様式である。こうした評価が公平で正統なのは、それが慣習に属するからである。しかし品質は価格と同一視できない。「逆選択」は、需要者が企業によって製品を同定することができないことから生じ、こうした逆選択を回避するためには、各人が製品及び生産者についての評価スキルを有さなければならない（上述のアカロフの地方レストラン探索の例）。

④非物質的品質
　この場合、生産者のみが製品に対してそのパーソナリティを与えることができるような品質（専門特化＝一般的）である。この生産者はすべての人にとっての品質の発明者の地位を与えられている。この品質は、Boltanski et Thevenotの意味での、公民的、インスピレーション的な世界に属する。それぞれの製品は、そのパーソナリティを維持しながらも、一般性・普遍性へのアクセスを持つ。一般的使用価値を持った製品の発明を目的として、パーソナルな知識の調整が要求される（研究開発企業のように）。

　

４．市場的コーディネーションにおける信頼と計算

（1） 信頼は無用か？

１）ウィリアムソンによる議論
　第２章で、我々はクレプスの信頼ゲームと評判効果について検討した。そこでは、純粋な水平的な関係に由来するかに見える評判メカニズムにさえ、共同体への帰属という、戦略的相互行為にとって外在的な要因を必要とせざるを得ないことが示唆された。

　しかし、ウィリアムソンは「評判効果の効率性の計算は、効率的な契約実践の中に含まれている。信頼への言及は何も付加しない」、「クレプスの『信頼』という語の使用は偶然にしかすぎない」(Williamson,1993.p.474)と述べている。つまり「評判効果は、無情にも、契約を破る人々を探知する。こうして取引のハザードは、（評判効果の働いている）ネットワークへと取引を埋め込むことで、軽減されている」(p.473)から、信頼という語を援用するのは無意味だというのである。

　さて、ウィリアムソンはGambetta(1988)に見られる様な信頼概念を要約して、信頼は、行為者が引き受けるべき計算されたリスクである、としている。ウィリアムソンはこのような信頼概念を経済学に導入することを批判し、経済学者が信頼について語ることのすべては、完全に「計算可能性」に統合されるべきだとする。彼等が信頼概念に訴える状況はリスクのある取引のケースでしかないというのである。「信頼」という語の使用は、それが混乱の元である以上、禁じられるべきであるとし、「私は計算可能性が徹底して決定的であり、信頼を援用することは単に、計算可能性の澄んだ水を濁らせるだけであると主張したい」(p.471)と述べる。彼がこのように信頼概念を批判したのは、この計算されたリスクとしての信頼概念が取引費用理論の論理に不純物を持ち込むと考えたからであろう。例えば同じGambetta編著に収録されたLorenz(1988)は次のように述べる。「取引費用理論の文献は、我々に経済学における信頼の役割について教えてくれる」(p.198)。「経済交換における信頼の問題は、特殊資産への投資に固有な機会主義の潜在性によって定義される」(p.201)とある(注6)。

　またウィリアムソンは、不完備契約における不確実性問題の解決においても、信頼概念を導入する必要性を認めない。社会文化、政治、規制、職業化、ネットワーク、企業文化、これらの契約保護メカニズムが機会主義を除去し、不完備契約をクレディブルなコミットメントへと転換させる。こうしたメカニズムによって、利害の一致があれば協力を説明するのに十分であって、信頼は無用なのである。「商業的交換を記述するために『信頼』という語を用いるのはミスリーディングである。こうした交換のために費用効率的なセーフガードが、いっそう効率的な交換を支えるために設計されている」(p.463)。

　また、ウィリアムソンは取引が埋め込まれている経済構造、制度機構全体を統合的に観察するために、Colemanの農民の相互扶助というインフォーマル組織の例を引き合いに出す。これは、トラクターの壊れた農民を別の農民が無料で手助けしてやるという事例である。「事故が確率論的な規則性を持って起こり、かつ緊急支援の価格を設定するのに多くの不確定要因がある場合、インフォーマルな相互扶助メカニズムは、一つの可能な制度的反応である」(p.471)。しかし、このメカニズムは機会主義的行動を遮断できず、そのために集団的な制裁メカニズムを必要とする。「インフォーマル組織の有効性は、計算的支えに依存する。自動的で無料の援助がもっとも効率的な回答であれば、そこでも計算が支配しているのであり、信頼は何も付け加えない」(p.471)。既存の制度的過程全体を考慮すれば、信頼は何も説明しないことになる。ここでは、取引が制度形態に埋め込まれているのである。ここでもやはり、制度もしくはコンヴァンシオンが、プレーヤーたちの戦略的相互行為から生じるか、というわれわれの関心事が立ち上がる。

２）信頼の不可避性　

　さて、ウィリアムソンの議論はコンヴァンシオナリストにも多くの反響を呼ぶことになった。例えば、オルレアン(Orlean,1994b)は、社会的媒介物が当事者たちの利害計算とは異なった空間を作り出し、こうした外部性によって、戦略的な関係に固有な隘路から脱却するために必要な信頼が生み出されるというのである。２章で見たように、例えば法律共同体への帰属が、利害計算によらない帰属関係を規定し、市場秩序を枠組み付けているのである。

　こうした信頼の役割は古くから知られており、例えば、K. Arrow(1974)は、法規則や倫理原則と同様、信頼を「見えざる制度」とし、「それは容易に購入できるような商品ではない。信頼という財を技術的に交換できるような、開かれた市場は存在しない」(p.23)と述べている。ウィリアムソンは取引を制度枠組みに埋め込むことで、信頼を不要としたが、そもそもこの制度枠組みが当事者たちにとって操作可能な変数ではなく、こうした制度枠組みへの帰属が信頼の創出にとって不可欠なのである。この制度枠組みが市場にとってメタレベルに属し、価格をつけられず、戦略的相互行為を超越していることを認める点で、アローもオルレアンも共通している。

　なおオルレアン(1994b)も指摘するように、ウィリアムソンのテーゼ（協力するのは信頼するからではなく、相互の利害が収斂するから）の背後には、社会的分業、すなわち個人的活動の客観的補完性がある。つまり課業や知識、地位の補完性といった、分業により産出される社会的結合が客観的な力を有しているのであり、生産において客観的に結ばれている労働関係から社会的連帯が生じているというマルクスの楽観論もここにある。要するにウィリアムソンの言うように、相互利害が構造化する力を持ち、他者の協力を各人に保証する相互依存関係を客観化しているのである。しかし、本当に、分業に固有な補完性関係だけで、協力（安定した経済秩序）の登場に十分なのであろうか。ＸがＹを信頼することは、ＹがＸに協力することに利益を有するという理由だけで十分なのだろうか。

３）合理的計算と判断

　ところでKarpik(1998)は、ウィリアムソンの議論を別様に解釈する。つまり上述の場合の農民は、物質的利益の最大化を追求することができるだけでなく、伝統への忠実性や連帯、信頼に準拠して行動することができるのである。が示すように、各個人は複数の行動原則を有しており、その相対的重要性は状況に応じて異なるのである。金銭的給付に基づいたサービスではなく、相互扶助による解決を農民が選んだとすれば、それは、複数の評価原則に基づいて、比較考量した上で判断したことである。判断とはこのように多様でヘテロな評価基準を巻き込むのであり、この場合の農民の相互扶助は計算可能性に関連付けられているのではない。一般的な計算可能性が唯一の行動基準でありえない以上、信頼も除去できないのである。つまり計算とは、共有された評価原則として、物質利害の最大化という同一の格付けを付与された人と物とが存在する、単純で均質的な世界に属する。他方、判断は、多様な格付けを与えられた人と物、複数の評価原則から構成される複数の世界に属する。信頼がなければ、複数の決定基準の間での非決定な選択問題を解決できないのである。

　また通常の市場であれば機会主義を除去するために、最大化的な合理性が働くように、ウィリアムソンが述べるような契約保護メカニズムの制度設計があれば良いであろうが、品質の不確実性に支配された市場では、交換対象物が特異であり、その不透明性を除去するための布置があって初めて、市場が構築されることになろう。これはKarpikが述べる「判断布置」であり、それは知識と並んで、パーソナルな信頼もしくはインパーソナルな信頼により支えられる。前者は人的ネットワーク（口コミなどによる）、後者はガイドブックや等級ラベル、ヒットチャートなどの非人格的な対象物である。これらの布置への判断の「委任」がこれらの市場の構築に不可欠なのである。これらの被委任者（もの）への信頼が無ければ委任は成立しない。このような市場では、品質に関する不透明性及び不確実性によって需給調節が不可能であり、市場が成立しない。品質布置が、品質の特異性についての「知識」を動員し、この知識を通じて、「計算」によってではなく、「判断」を通じて個人的選択を可能とするのである。判断布置は、第三者の地位を得ることで、需給関係を確立するのである。なお不確実性を馴致するための知識を供給するような、こうした第三者的な人やものをHatchuel(1995)は、処方箋者prescripteurと呼んでいる。

（２）計算的エージェントはいかに登場するか

１）財の格付けと特異化
　Karpikにしろコンヴァンシオナリストにしろ、不確実性を除去するために「判断布置」もしくは集合的認知的目印に依拠することで、お互いの行動は調整される。しかしCallonたちの「アクターネットワーク」理論の潮流はチェンバレンを参照することで、市場取引が財の事前の「個人化」(Eymard-Duvernayは「特異化」とも言う)を前提としている、という考えから出発する。この場合、取引の対象となる財は、その品質が受け手に対して予め調節されているような、個人化された製品であり、製品の個人化過程無しには市場取引は成立せず、買い手を売り手へと結合させる「愛着」、特異なそれぞれの独占が競争に先行する（チェンバレンの「独占的競争」）、としている。それは特異であると同時に、比較可能な品質の空間を示している。要するに、製品とは、特異性をもった諸特徴（立地や時間、入手可能性等）の結合であり、これによって、他の製品との類似性や近接性が確立され、逆の極端な場合には、財の通約不可能性が示される（大砲とバターとの間のように）。Callon (2002)によれば、格付けとは、こうした特性の布置（品質と呼ばれる）を確立することであり、この格付けが品質を客観化するのである。しかし、この客観化は事前の、重厚な「投資」を必要とし、コード化された測定手法に基づいた製品の試験や実験といった度量衡学的ネットワークを必要とするだろう。また例えば研究所での自動車の特徴の客観化は、ディーラーのパンフレットに現れるそれとは異なるであろう。このように、特徴の定義は製品の「キャリア」においても異なる。こうした財の格付けが別の財との関係におけるポジショニングを可能とし、それによって需給調節が可能となる。つまり財の特異化とは、別の財から差別化され、別の財が満たすことのできない需要を満たすことなのである。

　
２）市場の反省的進化

財の特異化を供給の側から見れば、消費者による製品特性の同定、評価を可能とさせ、また特異化された製品へと消費者を「愛着」させるにはいかにすべきか、ということになる(Callon,2002)。愛着とは消費者の選択をルーティン化させることである。つまり企業間競争とは、ライバル企業によって確立されたネットワークへの愛着から、消費者を離反させ、自らへと愛着させることから生じるのである。

製品の格付けにおいて、つまり自製品の他製品に対するポジショニングに、経済エージェントは実に多くの資源を投じている。こうしたエージェントの活動により市場は反省的に進化することになる(Callon,2002)。「反省的」というのは、アクター自らが、市場の組織化についての新しいゲームの規則を確立するからである。こうした反省性が顕著に示されるのは「ハイブリッドフォーラム」においてである。とりわけ、新たに市場が構築される際には、財の格付けはますますハイブリッドフォーラムでなされるようになっている。例えば遺伝子組み替えGMO食品の市場を構築する場合を考えればよい。ここでフォーラムというのは、それが市場の取引参加者のみならず、他の一般公衆にも開かれた公共空間であることを示している。「ハイブリッド」というのは、アクターの多様性とヘテロ性を示しており、職業的エコノミストや専門研究者、企業家、消費者団体、国際機関、行政等が、経済や倫理、法律、科学といった多様な分野での知見を引き合いに出して、ルールの作成に関わるからである。要するに、ここでは、市場の組織化が、多様な観点と利害を有する人々の間で、メタレベルで、非市場的に交渉されるのである。
３）外部性とフレーミング
　市場における相互行為を客観的に枠組みづけるような事前の作業がなければ市場は機能しない。それは財の同定、分類、所有権をはじめとした法律規則の整備などであり、これらが全体として、経済的世界の精製・浄化epuration(Callon)及び安定化に資するのである。こうした事前の作業をCallon(1999)は「フレーミング」と呼んでいる。フレーミングは、明確に区別され、お互いから切断された、個別の財や人を定義するためになされる操作のことである。ここで定義される財は完全に同定可能で、他の財から区別できるだけでなく、関与するアクターからも切断可能である。
　上述のウィリアムソンの計算可能性が機能するためには、この計算に考慮されるエージェントと財は、それぞれ切断され、枠をはめられなければならないことであり、要するに、エージェントが考慮に入れるであろう関係（従って、彼らの計算に入る）と、かかるものとしての計算から除外されるものとの間で、明確で正確な境界線が引かれなければならないのである(Callon,1998,p.16)。この条件の下で、計算は終結することができるし、取引も終結することができる。一旦取引が終結すれば、売り手も、買い手もそこから離脱することができるのである。もしあるモノが巻き込まれたentangledままだと、これを受け取る人は、この関係から逃れることができず、フレーミングは終了しない。こうしたフレーミング無しには、いかなる計算も不可能なのである。
　さて、こうした切断もしくはフレーミングがいかに困難であるかは、経済学者による「外部性」概念に示されている(Callon,1998,1999)。経済学者は、エージェントが市場取引に入る際に彼らの計算に入り込まなかった結合関係や効果を示すためにこの概念を用いている。これこそまさに市場の「失敗」なのである。この概念はしかし、市場の構築主義的アプローチにとっては非常に有用である。外部性概念は、諸関係を可視的にし、計算可能にするためになされるべきすべての投資を示してくれるからである。またこのフレーミングは終わることのない作業である。外部性とは、エージェントが考慮しないすべてのことであり、これによって、エージェントは自らの計算を中断することができるのである。さらに、たとえ、いったん外部性を同定し、これを再フレーミングしようにも（つまり、外部性の内部化）、他の外部性が絶えず登場してしまう。フレーミングの不可能性を示すために、Callonはoverflowingという語を用いる。

　こうしたフレーミングを構築するのは、エージェントの内在的能力なのではなく、エージェントの行動に形を与える設備とデヴァイス（物質的、非物質的）なのである(Callon, 1998,p.21)。また行動の間での等値化のためには貨幣が不可欠であり、貨幣によって、それまで通約不可能であった行動が通約可能になるのである。

　ところで、こうしたフレーミングという作業における「経済学」が果たす重要な役割を、Callon(1998)は、イチゴの地方のセリ市場の構築を事例に示している。まさに経済活動は「経済学」の中に埋め込まれているのである。経済学とは、とりわけ、行為遂行的なperformative学問であり、自らが記述する現実の存在そのものの構築に貢献するのである。しかし経済学だけではフレーミングは完成せず、簿記会計手法やマーケティングの他、取引所設備などの物質的なデヴァイスが動員されなければならない。
４）経済知識の装備

　①Buridanのロバ 

Cochoy(1999)は、買い物を妻に頼まれた「私」の例を示している。妻から買い物のリストを書いた紙を渡される。そのリストの中には洗剤や歯ブラシ、ゴミ袋と並んで、「ラーメン」と記載されている。「私」はラーメンの棚の前で、はたと困ってしまう。ラーメンの選択は、二重の委任に関わる。一つは、リストに記載された、妻による「実在論的」な委任である（注8）。他方、陳列棚のリストは「唯名論的」であり、それぞれのラーメンの包みには、商品名、成分、価格、売り文句が記載されており、私はこれらの表示に私の合理性の一部を委任することになる。ここでは、われわれは、「Buridanのロバ」の状態に置かれている。つまりこの実在論的なロバは、二つの水の入った桶が一般的概念に属し（桶は桶である、というトートロジー）、この一般的概念が実在すると考えるために、二つの桶の間で永久に選択できないのである。このロバが選択できるためには、概念から個別化されたモノへと移行しなければならない（二つの桶は、何らかの点で異なっている）。つまりロバが選択できるためには媒介物が必要なのである。このように妻のリストに記載された「ラーメン」の実在論的理解から、それぞれのラーメンのパッケージの唯名論的理解へと移行するためには、供給のプロたちへの依拠が欠かせず、彼等の介入により、消費者の合理性がこれらの媒介物へと委任され、これらのプロたちにより消費者は、選択に必要な知識を装備されることになる。つまり、第三者の合理性による選択の装備（ここではパッケージ）によって、消費者は唯名論的な行動を採用し、選択を行うことができるのである。

　②「分散された合理性」としてのパッケージ
　Cochoyの議論を続けよう。私を取り巻き、私に意志決定を迫る状況の制約が一方である。例えば、私はスーパーマーケットという場所で、家族のために、買い物リストに従って、選択する。こうした制約が、私を外的環境（買い物リスト、ラーメン陳列棚、パッケージなど）に関連づける。他方で、時間の制約がある。時間制約の下での合理性は、計算の過剰はまずい計算であり、「限定されたlimitee合理性」の実践は「限定するlimitant合理性」の介入により、適切にも中断される。つまりここでは合理的でないことが合理的なのである。時間制約が我々を外部環境という状況へと導き、選択を支援する布置（パッケージの表示など）に出会わせる。こうした「限定する合理性」が我々を「分散された合理性」に導き、そこでは、合理性とは、個人的行為者の属性ではなく、他人やモノの中に分散されており、これらは、個人的経験、ルーティン、他者による処方箋、パッケージ、ノウハウに体現されている。「分散された認知」(Hutchins)によって、外在的な環境世界が我々の行為を方向付ける。我々の記憶と我々の認知は対象物の中に存在するのである。こうして、消費者の合理性は、選択することよりも、選択を回避することにある。このような「分散的認知」によって、商品の陳列棚やパッケージの表示、その他のアフォーダンスとして機能するデヴァイスが増殖することになる。
５．conventionと制度　－おわりにかえて－
　Bessy(2003)も指摘するように、コンヴァンシオン経済学の研究プログラムは当初、コーディネーション問題や期待や表象の問題を強調することによって、「制度」概念に明示的に依拠することはなかった。「制度」概念では、全体論的holistiqueすぎると懸念されたからである（注9）。

またDefalvard(2000)は、convention概念の導入が、新古典派理論へのオルタナティヴ陣営に向けられたトロイの木馬であったとする。非協力ゲーム、進化ゲーム理論において、複数均衡への解決策として、支配的パラダイムでさえ、convention概念を採用しているのが見られるからである(p.6)（その典型事例は、H.P.Young (1996)）。またOrlean(1997)は、たとえ間主観的表象に基づいているとしても、convention概念は、支配的なパラダイムから逃れるために十分ではないことを指摘するようになってさえいる。というのも、conventionはなおも、均衡概念から論じられており、その安定性は相変わらず、効用の計算に基づいているからである、とする。また彼は「制度の安定性は、効用の単なる計算を超えた判断の動員を前提している。つまりそれは、集団により共有された価値観に照らして、基礎づけられた正統性を承認することなのである」(p.190)と述べ、あらゆる制度を均衡の観点から扱う進化ゲームを批判する。Salais(1998)もまた、コンヴァンシオン概念がコーディネーション問題のみに関連づけられたままであり、集合的行為という別の問題への袋小路をなしていることを批判するようになっている。「もはや単にコーディネーションのみならず、集合的行為が重要なのである。つまり、こうした論点の移行は、コーディネーションにおける制度の存在を不可避としているのである」(p.256)。今や制度の観点から、コーディネーション問題への解決策としては、convention概念が不十分であるとされているのである。しかしコンヴァンシオナリストは、昨年１２月の大がかりな国際セミナー『コンヴァンシオンと制度：理論的深化と政策論争への貢献』(http:// forum. u- paris10.fr/ C-D/ fr/ colloque/programme.htm)に見られるように、依然としてコンヴァンシオン概念を放棄することなく、制度概念を深めようとしているように思われる。

もう一つのコンヴァンシオン経済学への注文は、コンヴァンシオナリストの認知主義的アプローチへの接近に関わる。それにはEymard-Duvernay(2002)によるCallon批判に耳を傾ける必要がある。それによれば、Callonは、社会・認知的布置がアクターの認知的能力を増大させるとするが、認知的操作から価値評価（格付け）への断絶があるのである。認知主義はいかにして市場の「政治学」を明らかにするのか。Callonにあっては、市場的コーディネーションは、財を格付けるための別の一般的形態により論争を挑まれることはない。現に、アクターたちは、ローカルに、またフォーラムの場で、財を格付け、再格付けし、価値評価原則について論争を挑んでいるにもかかわらず、そうなのである。この意味で、上述の昨年１２月の国際セミナーがフランスにおけるコンヴァンシオン理論の展開にとって、一つの転換点を画すると思われるのである（そこでの、「父たち」の共著論文Eymard-Duvernay et al.(2003)の副題は「ネオリベラル政治へのオルタナティヴ」であった）。
[注]

[1] Doeringer et Piore(1971)には、「労働現場での慣行は、多くの場合、旧来からの実践もしくは先発者に基づいた、書かれざる規則の全体である」とある(p.23)。

[2] Dupuy(1989)は、次のように共有知をまとめている。「ある共同体において、ある命題Pが共有知であるのは、次の場合である。(1)それが真実であり、(2)それが、各人皆に認識されており、(3)各人皆は、すべての他者がそれを認識していることを知っており、(4)各人皆がすべての他者が認識していると各人皆が知っているのを知っている、、（以下際限なく続く）」(p.366)。Dupuyについては、内容は若干異なるが、邦訳もある。ちなみに「どの国の指導者も右寄りにことを運ぶものである」(邦訳p123)は、「所与の国のドライバーにとっては、右側運転が慣行となっている」(Dupuy,p.369)とでも訳すべきであろう。

[3] ルイスのconventionの定義は次の通り。すなわち、次の六つの条件が満たされる場合に、ある頻発する状況Sにおかれた、ある人口Pの成員の行為における規則性Rである。条件１：各人がRに順応する。条件２：各人は、他者がRに順応すると信じる。条件３：他者はＲに順応するというこの信念が、各人に対して、自らもRに順応するという決定的な理由付けを与える。条件４：各人はRへの一般的順応性を選好する。条件５：Rが唯一の規則性なのではなく、別の選択肢がある。条件６：以上の条件は共有知である。

[4] BoltanskiとL.Thevenot,L. のEconomie des Grandeurs『大きさの経済』から、こうした表現がなされる。Boltanski et Thevenot (1991)の出発点は、デュルケームにより提案された解決策（社会化過程での個人による規範の内面化が、社会秩序の登場を可能とする）を拒否したことである(Biencourt et Chaserant (2001p.215))。こうした解決策は、集合的行為における一般的規則や規範の具体的動員の問題を等閑視している。従って、こうした規則を適用するために、個人によりなされる「調節ajustement」を理解しなければならない。「判断」もしくは「解釈」という概念がこのために導入される。

諸個人は、当該の他者の反応が予測可能であるという条件の下でのみ、自らコミットすることができる。彼等はそのためには、共有された判断の原則に基づかなければならない。換言すれば、こうした原則は、十分に一般的でなければならず、「正義」もしくは「正当性」という制約に服さなければならない。Boltanski et Thevenotは、これを「共通の上級原則」もしくは「シテ（都市共同体）」と呼んでいる。

　こうした共通の上級原則は、評価モデルもしくは判断モデルを支える。つまり、これらの原則によって、ある価値（「大きさ」grandeurと呼ばれる）を人ないしモノに与えることができる。ある原則は「自然」もしくは「共通世界」（その中で諸個人は同一の解釈枠組みに基づいて出来事を評価している）を描いている。つまり集団の対象物、それを獲得する方法、人の質、モノ、測定手法、これらが暗黙に合意されている。こうして著者たちは、共通に動員される６つの原則、正当化、（「市民社会的」、「工業的」、「市場的」、「家内的」、「インスピレーションを与えられた」、「名声の」）シテを示す。

　これらの「共通の上級原則」はコンヴァンシオナリストの間で、様々に呼ばれており（「集合的表象」Favereau,Orlean、「判断モデル、評価モデル」Eymard-Duvernay、「解釈の共通背景」Salais)、これこそがコンヴァンシオンをなしているのである。「コンヴァンシオン経済学の父たちが制度の根拠を示すために、なぜ『構成的コンヴァンシオン』について語ったのかよくわかる。また、なぜ、コンヴァンシオンが規則の空間の外部に生じることができるのかもわかる。あらゆる規則がコンヴァンシオンに基づいているのである」(Biencourt et  Chaserant (2001, p.216))。

　　　　　　　　表　共通の上級原則
	シテ
	評価基準
	対象物/目印
	代表論者

	市場
	競争、価格、富
	財、サービス
	A.スミス

	市民
	公益、
	規則、代表
	ルソー

	工業
	効率性、生産性
	規格、技術標準
	St.シモン

	家内
	評判、近接性、伝統
	種別資本、家産
	ボシュエ

	名声
	威信、世論による承認
	有名
	ホッブス

	イン
	独創性
	発明
	StAugustin


　　　　　　　(須田2000、Biencourt et al.p.216より作成)
[5] Salais(1994)は、労働のコンヴァンシオンを生産性のコンヴァンシオンと失業のコンヴァンシオンに分類している。前者は、企業が賃金と製品製造を関連づけることで労働活動を構成し、こうした労働活動にかかる不確実性を解決するようなコンヴァンシオンであるとする。労働のルーチンや慣行、伝統、他者の行為への共有された期待の展開、学習、知識の移転からこうしたコンヴァンシオンが生じるとする。また技術的対象物（機械設備等）や労働規則が、その資源として動員される。他方で、不確実性の解決は、結局、市場で完成するが、製品妥当化（販売）にかかるハザードを企業のメンバー間で分担するのが、失業のコンヴァンシオンであり、これが先任権や給与水準を規定している。

[6] 取引費用理論と信頼概念の関連づけは他にも見られる。例えばBrousseau(2001)は、信頼とは他者の行為への推測(conjecture, K. Popperの用語)のことであり、他者が短期の個人的利益を極大化するという欲求によってよりも、むしろ長期での共通利益によって導かれると我々が想定するような、他者への信用である。つまり推測とは、因果関係に関する賭であり、それは証明されずに事実によって否定されるだけなのである。推測は計算以外のメカニズムから生じ、もはや計算が可能でないときに必要なものとして登場する。他方でBrousseauは、信頼の産出がガヴァナンス機構の主要な役割であるとする。

[7] 我々は社会科学における認知主義的転換をまじめに受け止めるべきである。それによってこそ、限定合理性という否定的前提から肯定的結論を引き出すカギが示されているからである。Laville(2000)が示すように、アクターの認知能力は二つの方法で拡張される。すなわち「状況に置かれた行動」（環境との相互作用）と認知的分業によってである。

[8] 14世紀以来の実在論と唯名論との対立が社会科学研究にとって、尽きることのない刺激を提供している様は、Desrosieres, A. (1993.p.89)を参照。

[9] これこそまさに、レギュラシオニストとコンヴァンシオナリストの対立点なのである。「コンヴァンシオンに与えられている基底的、構造化的structurant役割はレギュラシオン理論においては、『制度諸形態』の役割であり、これが、個人的エージェントがそれによって彼らの契約を締結する際のマクロ経済的規則性の存在を保証する」(Coriat,1994, p.151)。事前の書かれた規則からは生じず、相互的な期待のシステムであるようなコンヴァンシオン(Salais,1989,p.213)は、レギュラシオニストによる制度化された、従って明示的な妥協とは全く異なる。レギュラシオン理論は、制度形態が、全体としての規則性の再生産を促すよう個人的行為を「水路付け」ることを前提とするが、制度的形態が危機にあるとき、いかなるメカニズムが生じるかを明らかにする必要があった。換言すれば、成長レジームにおけるようには、「水路付け」は個人的行為を規格化することはできず、いかにして制度やマクロ経済的規則性が再生されるかを検討しなければならなくなったのである(Ughetto,2003)。レギュラシオニストにおける制度は、とりわけ社会諸階級間での妥協により構築され、この妥協はマクロ社会的な位置づけを与えられている。コンヴァンシオナリストの場合は、ミクロ経済的なレベルでのコーディネーションの困難から制度的次元が導入されることになる。レギュラシオン理論とは異なり、「企業モデル」(Eymard-Duvernay)や「生産の世界」(Salais et Storper)といったメゾレベルの観点から、こうした次元が検討されるのである。つまりレギュラシオニストがフォード主義的賃労働関係という単一の構成的組織原則を前面に出すのに対し、コンヴァンシオナリストは組織形態の多様性を対置させたのである。
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